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首都直下地震への備え－被害想定への理解を深めよう!!

首都直下地震に備え、
事業者が考え、対策しておくこと

２０２４年９月１１日

東京都立大学 名誉教授

中 林 一 樹

1



自己紹介
• 中林一樹（なかばやし いつき） nakabayashi_Itsuki@nifty.com

• 東京都立大学・首都大学東京 名誉教授（工学博士）

• 明治大学 復興･危機管理研究所 研究員

• 日本災害復興学会 特別顧問（元会長）

• 中央防災会議専門委員（首都直下地震被害想定・帰宅困難対策の検討等、レジ
リエンス懇談会委員、内閣府防災スペシャリスト研修(復興コーディナーター)、国
交省事前復興準備ガイドライン策定委員会会長、など歴任

• 東京都･火災予防審議会前会長／震災復興検討会議座長など

• 世田谷･豊島･葛飾･台東区他の都市計画審議会 会長 など

• 南三陸町復興計画策定委員会副委員長

• (伊豆)大島町土砂災害復興計画策定委員長

• 防災功労者 内閣総理大臣表彰（2016）

• 都市計画学会石川賞受賞(中林･都市整備局)｢東京の事前復興の継続的展開｣

• 「災害復興学事典」朝倉書店（共著2024)「災害発生時における自治体組織と人
のマネジメント」第一法規（共著2018）など多数 2

mailto:nakabayashi_Itsuki@nifty.com


１．都心南部地震（冬夕方・風速８ｍ）全壊全焼棟数

建物全壊 20万棟
建物全焼 41万棟
犠牲者 2万3千人
負傷者 12万4千人

3出典：中央防災会議(2013)

中央防災会議(2013)

被害想定



被害想定項目 冬・深夜 夏・昼 冬・夕方

全
壊

地震動 １７５,０００棟

液状化 ２２,０００棟

急傾斜地崩壊 １,１００棟

地震火災
での焼失

風速３m/s ４９,０００棟 ３８,０００棟 ２６８,０００棟

風速８m/s ９０,０００棟 ７５,０００棟 ４１２,０００棟

全損建物
（全壊･焼

失）

風速３m/s ２４７,０００棟 ２３６,０００棟 ４６５,０００棟

風速８m/s ２８７,０００棟 ２７２,０００棟 ６１０,０００棟

ブロック塀等の転倒数 ８０,０００件

自動販売機の転倒数 １５,０００件

屋外落下物発生建物 ２２,０００棟

（註） ガレキ：重量換算 ９，８００万トン 体積換算 ８，５００万立方メートル

都心南部直下地震の主な被害想定(2013)の結果
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２．東京都被害想定(2022)

＜全壊建物＞
都心南部地震
全壊 82,200棟

多摩東部地震
全壊70,110棟
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都心南部地震
１１８,７００棟

多摩東部地震
９４,４００棟
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＜火災焼失＞
（冬18時 風速8ｍ/s）



都心南部・多摩東部の被害想定の区市比較
（冬・18時・風速8m：全壊・焼失の重複を除去）

被 害 項 目
都心南部地震（２０２２） 多摩東部地震（２０２２）

区部 多摩部 区部 多摩部

人
的
被
害

死 者 人 ５,７２２ ４２６ ３,７６９ １,２１７

原
因

揺れ 人 ３,４３４ ２３２ ２,４０８ ６６０

火災 人 ２,２８８ １９４ １,３６１ ５５７

負 傷 者
（うち重傷者）

人
８４,９６５

（１２,８６５）
８,４７０
（９６３）

６２,１０７
（８,７７０）

１９,５０２
（２,６７１）

原
因

揺れ 人 ７５,４１３ ８,０７５ ５６,５６０ １７,７８０

火災 人 ９,５５２ ３９５ ５,５４７ １,７２２

物
的
被
害

建物被害 棟 １８０,３１３ １４,１１８ １２０,０２３ ４１,４９４

原
因

全壊 棟 ７７,０３１ ５,１６８ ５５,３８０ １４,７２９

焼失 棟 １０３,２８２ ８,９５０ ６４,６４３ ２６,７６５

避難者（最大） 人 ２７２万 ２７万 ２１５万 ６０万

帰宅困難者 人 ３６８万 ４８万 ３６８万 ４８万

全損棟数の分布率 ９３.７％ ６.３％ ７４.３％ ２５.７％
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東京都の2010-20年の建物の建替状況

※ 固定資産税台帳の基準日はR4、H22/1/1データ
※ 旧／中／新の各築年区分は次のとおり。

木造：～S37／S38～S55／S56～H12／H13以降
非木造：S45年以前／S46～S55／S56年以降

建物倒壊に関する被害想定の基礎データ（固定資産税台帳ベース）に見る

①：１９８１年以前の旧耐震木造は「７０万棟」
②：１９８０〜９０年代築造の木造は「６１万棟」
③：旧耐震基準のビルが「１８万棟」残ってる

２０１０ ２０２０
増減棟数

建物棟数 構成比 建物棟数 構成比

木

造

旧築年 ２３４,２１１ 11.70％ １６１,２２８ 8.18％ -７２,９８３

中築年 ７３１,３７３ 36.50％ ５３１,６３８ 26.96％ -１９９,７３５

新築年（1981- 00）
１,０３９,９９８ 51.90％

６１４,２７９ 31.15％
+２３９,３８０

新築年（2001以降） ６６４,８９９ 33.71％

合 計 ２,００５,５８２ 100.0％ １,９７２,０４４ 100.0％ -３３,５３８

非
木
造

旧築年 ５９,５６６ 7.30％ ５３,７３９ 6.45％ -５,８２７

中築年 １３９,２７８ 17.10％ １２４,１９３ 14.92％ ｰ１５,０８５

新築年 ６１４,９３７ 75.60％ ６５４,６０５ 78.63％ +３９,６６８

合 計 ８１３,７８１ 100.0％ ８３２,５３８ 100.0％ +１８,７５７

総 計 ２,８１９,３６３ － ２,８０４,５８２ － －１４,７８１
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２８,３００ｈａ

８,５００ｈａ

早急に整備すべき
脆弱な木造密集市街地
は減ったのだが・・・・

基盤整備をともなわ
ない建物の安全化は、
災害時に、復興まち
づくりで基盤整備が
不可欠な密集地域は、
減っていない！

1995

2019
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帝都復興期に郊外に
拡散していった
木造密集市街地



東京湾北部・都心南部の被害想定の新旧比較
（冬・18時・風速8m 全壊後に焼失する建物棟数の重複分を含む）

被 害 項 目
東京湾北部地震

２０１２（A）
都心南部地震
２０２２（B)

人
的
被
害

死 者 人 ▲９,７００ ▲６,１４８

原
因

揺れ 人 ５,６００ ３,６６６

火災 人 ４,１００ ２,４８２

負傷者 人 ▲１４７,０００ ▲９３,４３５

死傷者軽減率 ▲ ー３９.０％ （B/A）

物
的
被
害

建物被害 棟 ３０４,３００ １９４,４３１

原
因

全壊 棟 １１６,２００ ８２,１９９

焼失 棟 ＊１８８,３２０ ＊１１８,７３４

全損減数率 ＊ －３６.１％ (B/A)
10



３．東京都地震被害の想定シーン

早 朝
（冬・５時）

・阪神・淡路大震災のケース
・多くの人が住宅内で就寝中で、家屋倒壊で死傷
・最も火災発生数が少ない
・都心等の屋内外滞留者人口が少ない
・「出勤困難者」が発生／「参集」問題が発生

昼 間
（冬・１２時）

・東日本大震災（関東大震災）のケース
・都心等の屋内外滞留者人口が最大である
・「帰宅困難者」の多い／「帰宅困難」問題が発生
・住宅滞留者が最も少なく、家屋倒壊で死傷が最少
・住宅地域での高齢者・年少者の割合が高くなる

夕 刻
（冬・１８時）

・火気器具の使用数が最多で、出火件数が最多
・繁華街・雑居ビルの滞留者、飲食者が多い
・帰宅通勤途上者が多く、駅周辺での滞留者も多い
・鉄道、高速道路、幹線道路が混雑・渋滞している
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①都心南部地震：新宿区の被害想定(2022)

早 朝 昼 間 夕 刻

建
物
被
害

全 壊 棟 ６２７棟 ６２７ ６２７

焼 失 棟 ４３ ６２ １０２

合 計 棟 ６７０ ６８９ ７２９
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン

上 水 ％ １５.８ １５.８ １５.８

電 気 ％ ３.３ ３,４ ３.５

通 信 ％ ０.２ ０.３ ０.４

人
的
被
害
・影
響

死 者 人 ３８ ３３ ３８

負 傷 者 人 １,２２６ ２,２５８ ２,０７７

EL閉込者 人 ９２４ ９２７ ９２７

脱出困難者 人 ３４３ ６５９ ６２３

避 難 者 人 ４４,３３１ ４４,４５３ ４４,７０８

帰宅困難者 人 ー ３５９,３６５ ３５９,３６５
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②都心南部地震：新宿区の被害想定(2022)

早 朝 昼 間 夕 刻

死

者

建物被害（揺れ） 人 ３４ ２２ ２４

屋内収容物 人 ４ ８ ６

火災・ブロック塀 人 １ ４ ７

負
傷
者

建物被害(揺れ) 人 １,１０７ １,９５４ １,６８７

屋内収容物 人 １１５ ２５７ ２１２

火 災 人 ３ １２ １５

屋外落下物・ブロック塀 人 １ ３４ １６３

物
資
需
要
量

食 料
〜３日目

万食
１０ １０ １０

４〜７日目 ２９ ２９ ２９

飲料水
〜３日目

万ℓ
１１ １１ １１

４〜７日目 ３８ ３８ ３８

毛 布 万枚 ５ ５ ５ 13



③都心南部地震：新宿区の被害想定(2022)

都内滞留者数 早 朝 昼 間 夕 刻

屋
内

被
災
者

学校 人 ー ９１,６４０００ ー

業務 人 ー ５５７,０１９００ ー

合 計 人 ー ６４８,６５９００ ー

屋
外

被
災
者

私用 人 ー ６５,１２８００ ー

不明 人 ー ３,３３９００ ー

合 計 人 ー ６８,４６７００ ー

待
機
人
口

自宅 人 ー １５,９０３００ ー

移動開始前 人 ー ４１,７７０００ ー

移動なし 人 ー ６０,５２０００ ー

合 計 人 ー １１８,１９３００ ー

滞留場所不明 人 ー １７,９７６００ ー

総 計 人 ー ８５３,２９５００ ー
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４． 地震被害想定に対応する
企業防災で取り組むべきこと

＊ 企業が取り組むべき３つの地震対策
①企業を倒産させない「ＢＣＰ：事業継続」

３つのフェイズ（早朝・昼間・夕刻）に対応
する“ＢＣＰ”の検討と“企業防災力”を

②帰宅困難を問題にしない「就業者防災」
“帰宅しなくてもよい”我が家の防災を

③企業の顧客対策「帰宅困難者対策」
ＢＣＰとともに、“帰宅困難者を支援する”
帰宅困難者対応の推進を
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（１）3つのフェイズに対応BCPの課題
①深夜〜早朝の地震を想定した「BCP」のポイント

・「BCPを回す就業者」の参集確保

・我が家で被災して、家族を自宅のおいて出社で

きるための我が家の防災の実践を

②昼間の地震を想定した「BCP」のポイント

・我が家との安否確認で、「我が家の安全」が確認でき

る我が家の防災の取り組みを

・都心を取り巻く木密市街地の火災や救出救助を邪魔

しないために、１〜２日の都心滞在ができるか？

③夕刻の地震を想定した「ＢＣＰ」のポイント

・帰宅途上で鉄道から降ろされた時、会社の戻るか、

自宅の帰るのかの判断ができるか。 16



（２） BCPのタイムラインとは

発災から 企業内外に発信すべきこと

①３時間後 ・安否確認（人材確保）

②１２時間後
・ＢＣＰ立ち上げ（被害状況確認）
・ＢＣＰ始動（重要関連先への連絡）

③２４時間後 ・２日目どうするを決定・発信

④４８時間後 ・３日目どうするを決定・発信

⑤７２時間後 ・４日目以降の行動決定・発信

⑥４日目以降 ・復旧・復興戦略の検討・発信
17



（３） BCP対応できる企業防災力の
強化・確保は「企業の自助」

①在社継続でのＢＣＰ展開が可能な施

設の耐震性確保・室内安全性確保

②電気の確保・・情報発信の継続が重要

③ＢＣＰのキーパーソンの人材確保

④キーパーソンの我が家の安全確保支援

⑤在社ＢＣＰが不可能な場合の、代替施設

の検討・確保

⑥「テレワーク」の可能性の追求
18



（４） 就業時間・残業時間の発災なら
ＢＣＰの展開とともに、
「不特定帰宅困難者対応」を展開

① 被災状況・就業者の安否を確認し、一斉帰

宅を抑制

② （夕刻の発災では）就業者安否確認の推進

＊会社に戻ってくる就業者、自宅に帰る就業

者の把握

③ 滞在場所も持たない「不特定帰宅困難者」の

受け入れについて協議会で決定

④ 地域連携での対応の推進
19



▼通信の途絶等により家族の安否が確認できず、多くの
人々が徒歩や自転車等で自宅に帰ろうとする
▼余震による看板の落下や延焼火災等の二次災害に、帰宅困難者が
巻き込まれる等により、徒歩による帰宅が困難化
▼公共交通機関の運休等により、子供等の保育園等からの迎えが困難化
▼スーパー・コンビニ等は、被災により利用できなくなったり、早期に在庫が枯渇
▼帰宅困難者が一時滞在施設等に多数殺到し、周辺が混乱する可能性
▼一時滞在施設の場所等がわからず、帰宅困難者が避難所へ多数訪れる
▼非常用電源等が整備されていない一時滞在施設では、停電により、空調が
停止し、季節によっては滞在継続が困難化
▼オフィスビル等では窓の開閉ができず、夏季の発災などで空調停止した場合、
滞在が困難となり、さらに多くの従業員や施設利用者等が路上に溢れ出す
▼自宅等へ移動する人や屋外に滞留する人で道路上が混雑し、救命救急、
消火活動等に著しい支障
▼夜間・休日等の発災は、交通機関の運行停止に伴い従業員の出勤が困難

身の回りで起こり得る災害シナリオと被害の様相⑤
～首都直下地震が発生すると…（帰宅困難者をとりまく状況）～

帰宅困難者をとりまく様相 電力・通信

マグニチュード7.3/冬/18時/風速8ｍ/s想定条件

飲食・物資 トイレ・衛生

▼計画停電が実施される場合、基
地局の停波等により、さらなる通
信障害が発生する可能性
▼発電機の燃料が枯渇した一時滞
在施設等では、テレビやスマートフ
ォンによる情報収集や、照明、空
調等の利用が困難化
▼停電により空調が利用できず、
熱中症や脱水症状になったり、
寒さから風邪をひく等、体調を
崩す可能性

▼自宅等に帰ろうとす
る帰宅困難者が飲食
料を取りに一時滞在
施設等へ殺到し、備蓄
物資が早期に枯渇す
る可能性
▼帰宅困難者等が避
難所に飲食料を受け
取りに来るため、避難
所物資が早期に枯渇
する可能性

▼道路寸断や交通規制等によりバス等による代替輸送も困難化するため、
道路・鉄道の復旧が長期化する地域では、勤務先、通学先や一時滞在施設
等での滞在期間が長期化
▼保護者等が保育園等へ迎えに行けない状態が続くと、保育士等も帰宅で
きず、保育園等にとどまり続ける必要
▼滞在期間長期化に伴い、勤務先や通学先、一時滞在施設における飲食
料やトイレなどの滞在環境の確保が困難化
▼運行を再開した区間では、駅やその周辺に多くの人々が殺到
▼深夜から早朝の時間帯や休日に発災した場合は、
公共交通機関の運行停止に伴い事業所等に十分な
数の従業員が出勤できない状態が一週間以上継続し、
業務継続が困難化

▼停電や断水等により、
公共施設やコンビニ等
のトイレが利用できない
▼非常用電源等が整備
されていない一時滞在
施設等では、断水や排
水管の支障等により、
水洗トイレが利用でき
ない

▼一時滞在施設等に想
定以上の帰宅困難者
が殺到した場合、帰宅
困難者用物資がより
早期に枯渇する可能性

▼帰宅困難者が滞在
する職場・学校・一時
滞在施設の水洗トイ
レについて、排水管の
故障等によりが機能
停止が継続

数
日
後
～

▼帰宅困難者の持つ携帯電話・ス
マートフォン等のバッテリーが切れ、
家族等との連絡や安否確認が
困難化
▼公衆電話はこの10年間で半減し
ており、残された公衆電話に長蛇
の列が発生
▼災害用伝言ダイヤル（171）、
災害用伝言板（web171）の
運用が開始
▼多くの携帯基地局で非常用電源が
枯渇し、不通地域がさらに拡大
▼携帯電話が利用可能な地域でも、
輻輳により音声通話はつながりに
くくなる。メール、ＳＮＳ等の大幅
な遅配等が発生

発
災
直
後

～

１
日
後

繁華街で買い物途中、突然大きな揺れに襲われた。
駅に向かうも電車は運転見合わせとなっている。
家族とも連絡がとれず、途方に暮れている。

※ 被害の様相は一つの想定として作成したものであり、実際の災害時に、記載した被害の様相どおりの事象が発生するものではないことに留意が必要

◆多くの外出者が一斉に帰宅しようとして、救出救助活動に支障をきたすほか、沿道の道路閉塞や延焼火災、余震等で帰宅困難者自身の安全確保にも重大な支障
※ 身の回りで起こり得る災害シナリオと被害の様相①～⑤における写真について、特段の記載がないものは、（一財）消防防災科学センターの出典
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（５） 企業のBCPも帰宅困難者対応も、
      社員一人一人の我が家の耐震対策

の実施（自助）が基本

• 「人がいれば、どんな被災地でも復興する」

• 「社員がいれば、どんな企業でも復興できる」

• 「我が家の一人一人の防災の取り組みが企業
防災の基本」

• 被害想定の被害を減らすのも、一人一人の我
が家の防災が基本。

• 「自助なくして防災なし」「自助なくして共助な
し」「自助なくして公助なし」
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５．おわりに
－首都直下だけでない新宿の防災－

• 南海トラフ地震による長周期地震動の影響
を最も強く受けるのが、新宿西口の超高層
ビル街である。

• ８月８日の「南海トラフ巨大地震臨時情報
「巨大地震注意」」を、皆さんは、どう活かし
たのでしょうか。

• 2011年3月11日の新宿の教訓と、2024年の
8月8日の教訓が、今後の新宿防災の方向
と可能性を決めるのではないか。
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南
海
ト
ラ
フ
地
震
震
源
域
で

M

6
･8
以
上
の
大
地
震
発
生
や

異
常
な
プ
レ
ー
ト
活
動
の
発
生

《臨
時
情
報
（調
査
中
）》

専
門
家
に
よ
る
地
震
評
価
検
討
会

《巨大地震警戒》

・２週間以内
・要支援者等は事前避難
・備えの再確認・拡充
・すぐ避難できる準備を

《巨大地震注意》
・１週間以内
・備えの再確認・拡充
・すぐ避難できる準備を

《調査終了》
・《警戒》、《注意》 の解除
・注意しつつ通常の生活

地
震
発
生
か
ら
５
〜
３
０
分
後
に

地
震
発
生
か
ら
最
短
２
時
間
後

２０２４年８月８日、M７.１の地震が、
南海トラフ地震想定震源域で発生。
南海トラフ地震臨時情報が発令され
「巨大地震注意」を初めて発出した。

南海トラフ巨大地震想定震源域
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二つの“そうぞう力”で、
被害想定を活用しよう

• 二つの“そうぞう力”－想像力と創造力－で、定
量的被害想定の数字を読み取るとともに、

• 一人一人、一社一社の“シナリオ想定”を、描い
てみよう。

• 被災後、「３時間」「１２時間」「２４時間」「４８時間」
「７２時間」「１週間」「２週間」「１カ月」・・・皆さんの
会社はどうなっていくであろうか。皆さんの生活は
どうなっていくであろうか。

• 「こうなってほしいシナリオ」と「こうなっては困る
シナリオ」を描いてみましょう。

ご清聴ありがとうございました。 中林一樹
24
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